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〈表紙のデザインコンセプト〉
新中期経営計画の愛称「変化を好機に　ともに挑戦　新たな未来へ」をイメージし、上に向かっていくラインはお客さまと当組合がともに新しい未来に向かって高く
舞い上がっていく様子を表現しました。これからも、時代とともに変化するさまざまなご要望にお応えし、地域の皆さまのお役に立てるよう全力で取り組んでまいります。
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ミッション：相互扶助の精神に基づき、
皆さまとともに地域・社会の永続的な発展に貢献します

経営理念 ：「人とのつながり」「地域とのふれあい」を大切にし、
真に必要とされ、皆さまの支えとなる金融機関になります

ビジョン ：地域・コミュニティの金融機関としての使命を抱き、
選ばれる金融機関になります

変化を好機にともに挑戦 
新たな未来へ

ネットワークを活用し、ひと・情報・ビジ
ネスを繋げ、新たな価値を創造し継続的
な取引に至る取組みを増加させます

●

地域・コミュニティとの接点を一層強化し、
金融空白エリア等のお困りの事業者に
対し事業成長をサポートします

●

地域行事への参加をきっかけに、地域・コミュニティの皆
さまへ金融サービスを提供し貢献します

●

ネットワークを活用し新たな価値を
生み出すコーディネーターになります

基本方針基本方針ⅡⅡ基本方針基本方針ⅠⅠ

保有資産・家族構成・ライフプラン
に応じた商品提供と長期安定的な
資産形成を提案します

●

時代の変化や経営環境の変化に対
応した的確なソリューションを提供
しお客さまの事業成長につなげま
す

●

資産形成・事業成長をお支えする伴走
者になります

貸出金の業種別ポートフォリオ
の適正化を図ります

●

事務・業務フローの見直し
・DX化・AI活用等により
生産性を向上させます

●

安心してお取引いただけるよう安定した
経営基盤を確立し拡充します

基本方針基本方針ⅣⅣ

安定的に収益を確保し自己資本
を充実させます

●

心理的安全性が高く、ハラスメントが
無い職場をつくり、誰もが安心して
働き実力を発揮できる職場にします

●

金融のプロとしての意識を高く持った思いやりのある魅力
ある人材を育成します

●

「働きがい」と「働きやすさ」を両立し、
誇りと成長を実感できる職場にします

基本方針基本方針ⅢⅢ

ダイバーシティを拡充し、誰もが活き
活きと活躍できる職場を実現します

●
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新中期経営計画

ミッション・経営理念・ビジョン

期間：2026年4月1日～2031年3月31日
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　平素より私ども第一勧業信用組合をご愛顧いただき誠にありがと
うございます。 
　雇用・所得環境の改善や設備投資の持ち直しなどを背景に経済
については緩やかな回復の動きが見られる一方、物価上昇、人件
費の高騰、人手不足、後継者不足、中東情勢を始めとした地政学
リスクの高まり、金融資本市場の変動など、今後の先行きについて
は極めて不透明な状況にあります。 
　このような目まぐるしい変化の中、新たに5ヵ年の中期経営計画
（愛称：「変化を好機に　ともに挑戦　新たな未来へ（Change　
Chance　Challenge）」）を策定し、本年度はその初年度となります。 
　当組合は時代の変化や経営環境の変化をチャンスと捉え、お客
さまとともに新しい価値を創造し、経営課題の解決などに貢献し
てまいりたいと考えております。これからもどうぞよろしくお願い申し
上げます。

目次

ミッション・経営理念・ビジョン・新中期経営計画
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財務内容ハイライト
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　当組合は、地域の組合員の皆さまとともに事業の発展および資産の形成に貢

献できるよう努めてまいりました。

　2026年3月末の預金残高は、前年度を36億円上回り3,647億円、総貸出金

残高は前年度を72億円上回り3,014億円となりました。損益につきましては、

おかげさまで16億円の当期純利益を計上しました。この結果、2026年3月末

の自己資本比率は8.71％となり、引き続き国内基準である4％を上回る健全な

水準を維持しております。

 総貸出金残高　  うち事業性資金　（単位：億円）
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純益とは？ 

 コア業務純益　  当期純利益　（単位：億円）

「業務純益」から一時的な変動要因（一般貸倒引当金繰入額や国債等債券関係損益）を
除いたものです。金融機関の本来業務による収益力を表しています。
コア業務純益 ＝   業務純益   +   一般貨倒引当金繰入額   －   国債等債券関係損益
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不良債権残高　  不良債権比率　（単位：億円／％）
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 自己資本額　  自己資本比率　（単位：億円／％）

貸出金について

収益の状況について

不良債権について

自己資本の状況について
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総預金残高　 うち個人預金　（単位：億円）預金について

おかげさまで総預金
残高は前年度より36
億円増加しました。

2022年度より毎年優先
出資の消却を行っており
ますが、組合員の皆さま
からのご出資と、当期純
利益の積み上げにより、
自己資本比率は8.71％と
なりました。

金利の引き上げにより預
金の支払利息が増加しま
したが、貸出金の増加お
よび貸出金利回りの好転
により、16億円の当期純
利益を計上しました。

組合員の皆さまの資
金ニーズに対応し、
事業性資金を中心に
残高が72億円増加し
ました。

組合員の皆さまの事業の
安定や経営改善に貢献で
きるよう努めた結果、不
良債権比率は減少しまし
た。
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3年間の取り組み（旧中期経営計画　2023年4月～2026年3月）

　当組合は、地域・コミュニティに根差した「Face to Face」による「人と人
との信頼関係」に基づく本音の付き合いをベースに、お客さまが抱える経営課
題の解決に資する取り組みを行っております。資金繰り支援やビジネスマッチン
グによる本業支援をはじめ、新しい環境や時代のニーズに合ったビジネスモデ
ルへの変革支援にも取り組んでおります。 

　ビジネス手法を活用して社会的課題
の解決を目指すソーシャルビジネスを
発展させ、より良い社会を創造するた
め、当組合はこれらのビジネスを展開
する事業者の皆さまに対する支援を
行っております。今後もソーシャルビジ
ネスに対し金融面からの支援を積極的
に行ってまいります。 

「ともに成長する金融」で地域・社会の未来を創造します

創業支援創創地域や人の活性化につながる新しい事業を支援します

女性・若者・シニア創業サポート制度

ソーシャルビジネス支援
ビジネ 手法を活用し 社会的課題

ソソソより良い社会の発展を目指す事業者
の皆さまを支援します

　地域経済に活力を生み出す新たな事
業を育成するために、創業先に対し資金
繰り支援や事業計画の策定支援、ビジ
ネスマッチングやインキュベーション施
設の紹介など様々な面から支援を行っ
ております。 

100件
703百万円

2024年度

82件
622百万円

2025年度

52件
378百万円

2023年度

創業支援融資の対応状況 ＜実行実績＞

96件
1,613百万円

2024年度

77件
1,750百万円

2025年度

30件
430百万円

2023年度

ソーシャルビジネス先への融資対応状況 ＜実行実績＞

52件
378百万円

2023年度

創サポ2.0実行実績

旧制度実行実績

408件
2,165百万円

累計

27件
171百万円

2024年度

29件
142百万円

2025年度

※ソーシャルビジネス先への融資対応状況　2024年度の実績に誤りがございました。対応件数は96件（訂正前93件）、
　実行金額は1,613百万円（訂正前1,600百万円）です。お詫び申し上げますとともに訂正いたします。

　当事業は地域の女性・若者・シニア
による創業の活性化のため信用金庫・
信用組合による低金利・無担保融資と
地域創業アドバイザーによる経営サ
ポートを組み合わせた東京都の創業
者支援制度です。
　当組合は本事業を活用したシニア
への積極的な支援を評価され、2025
年の女性創業者支援に対する表彰に
続き2年連続で金融機関表彰を受けま
した。

「人とコミュニティの金融」を実践します

　子供たちの育成を目的として、2020年度より
「かんしん子供応援定期預金」の取り扱いを開始
しました。この定期預金は、ご新約いただいた残
高に応じて小中学校などに教育資材を寄付する
定期預金です。多くの組合員の皆さまからのご賛
同により、これまでにのべ218校（2025年度は45
校）の地域の小中学校などに教育資材の寄付を
いたしました。
　当組合は、これからも継続して子供たちの育成
に貢献してまいります。

　第一勧信年金友の会「ふれ愛くらぶ」は、当組合
で年金をお受け取りいただいているお客さまで
構成しております（入会・年会費は無料です）。
　会員数は、約10,000名となりました。

2025年度は
45校に

寄付いたしました

かんしん子供応援定期預金か子供たちの未来を応援します

ふれ愛くらぶふ入会・年会費は無料で、特典が満載です

かんしんビジネスクラブか懸命に仕事に取り組む現役経営者を応援します

　かんしんビジネスクラブは「一所懸命仕事に取
り組む現役経営者」を応援することを目的として、
2017年10月に発足しました。
　第8期（2024年10月～2025年9月）は、経済動
向や税務関係、不動産市況などについてのセミ
ナーや講演会を4回開催し、たくさんの会員の皆
さまにご参加いただきました。会員同士の情報交
換等に活用できる交流サイトも開設しております。
　今後も会員の皆さまのお役に立てるよう、運営
してまいります。

詳しくは
こちらをご覧
ください▼

52件
378百万円

2023年度

特 典
1 お誕生日プレゼント
毎年、お誕生日に素敵な
プレゼントをお届けします。
2 観劇会
特別料金でご案内します。
3 ふれ愛の旅
お楽しみいただける旅行を企画
し、特別料金でご案内します。

4 お得な定期預金
優遇金利で定期預金を
ご案内します。
5 年金感謝デー
年金お受け取り日（偶数月
15 日）に来店された方に、
先着で地方物産品などをプ
レゼントいたします。

　2025年7月と2026年1月に観
劇会を開催いたしました。
　延べ2,100名のお客さまにご参
加いただき、お芝居や歌謡ショー
をお楽しみいただきました。
　今後も皆さまにお楽しみいただ
ける催し物を企画してまいります。

劇

加
を

観劇会
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対象先企業（2023～2025年度238先）への取り組み内容

経営改善・事業再生への取り組み

　景気停滞による売上不振、物価高騰
や人手不足等の影響を受け、業況が著
しく悪化している事業者や今後悪化する
懸念がある事業者を選定し、経費削減
指導だけではなく、売上伸長、企業体
質の改善による収益向上等、課題解決
に重点をおいた経営改善・事業再生に、
営業店と本部（総合コンサルティング部）
が一体となって取り組んでおります。

　時代の変化に伴い、事業の再構築が
必要となっているお客さまの相談ニーズ
に対応し、事業計画の策定や事業再構
築補助金の申請を無償でサポートしてお
ります。補助金採択後も新事業が軌道
に乗るまで（収益化するまで）継続して
支援いたします。

ビジネスモデルの変革への取り組み

採択数

46先

事業再構築補助金の申請支援状況

申込数

95先

採択数は
都内信用組合で 最多!!
（全国の信用組合では第3位） 
※第13回までの累計

事業再構築補助金の申請支援「ともに成長する金融」で地域・社会の未来を創造

　区内中小企業、小規模事業者の活性化および地域経済の発展のため、新宿区と、新宿区内に本店を置く
金融機関などを構成員とし、本ネットワーク会議を通じて、区内事業者の皆さまの創業、経営支援、事業
承継などの経営課題の解決に取り組んでおります。

新宿区中小企業支援ネットワーク会議

　様々な課題を抱える墨田区内の中小企業の課題解決に向け、墨田区内に本店・支店を持つ4つの金融機関（東
京東信用金庫・東信用組合・中ノ郷信用組合・当組合）と墨田区が連携して、事業承継などの活発な情報交
換およびビジネスマッチングなどの支援を行っております。

墨田区 HANDS

　昨今の経営を取り巻く環境変化に対
応するため、当組合は「Fintech・DX
対応」「環境問題対応」「人事戦略革新」
の3つのPT（プロジェクトチーム）を
2021年5月に立ち上げ、具体的な相談
や提案、情報提供を行っております。

各PTの取り組み状況（2021年5月からの累計）

69件

12件 26件

Fintech・DX対応PT

154件

40件 27件

環境問題対応PT

26件

14件 11件

人事戦略革新PT

相談・提案数

相談対応中 課題解決

相談・提案数

相談対応中 課題解決

相談・提案数

相談対応中 課題解決

3 つのPT（プロジェクトチーム）による相談対応

事業承継期のご相談に対応します

　組合員の皆さまの事業承継ニーズに
お応えできるよう、営業店と本部（総合
コンサルティング部）が一体となってご
相談に対応しております。東京都の事業
承継支援制度や商工会議所とも連携し、
お客さまとの対話を大切にしながら課題
解決に取り組んでまいります。 

事業承継・M&A支援 事業承継の対応状況
 ＜相談件数＞

40件
2023年度

38件
2024年度

36件2025年度

M&Aの対応状況
 ＜サポート件数＞

52件
2023年度

56件
2024年度

49件2025年度

3年間の取り組み（旧中期経営計画　2023年4月～2026年3月）

※１先で複数の相談に対応しているものが含まれています。

ビジネスマッチング

57件
うち2025年度

14件

資金調達支援

56件
うち2025年度

14件

販売促進支援

13件
うち2025年度

3件

補助金申請支援

15件
うち2025年度

1件

士業・外部企業紹介

38件
うち2025年度

18件

雇用支援

3件
うち2025年度

1件

IT化支援

10件
うち2025年度

2件

事業承継支援

9件
うち2025年度

3件

廃業清算支援

24件
うち2025年度

2件

対象先企業（2023～2025年度238先）の改善状況

※１先で複数改善しているものが含まれています。

体質改善先

69件
うち2025年度

11件

売上改善先

29件
うち2025年度

3件

キャッシュフロー改善先

57件
うち2025年度

9件

ビジネスマッチング

　当組合のビジネスマッチングは、当組
合のお客さま同士だけではなく、当組合
と連携・提携している専門家や一般事
業者等とのマッチング支援も行ってお
り、お客さまが抱える経営課題の解決に
つながるよう取り組んでおります。

2023～2025年度
ビジネスマッチングによる支援件数

累計

445件
うち2025年度
115件

＜具体的な事例＞
● 所有物件の建替えに伴う建築業者
の紹介

● 販路拡大のため仕入先、販売先の
紹介

● 税理士や司法書士など士業の紹介 
など

日々の情報発信や、会員の皆さまとのコミュニケーションの機会を提供していきます

かんしんテレビ

▲詳しくはHPを
ご覧ください！

インターネットラジオ

▲ご視聴はこちら
からどうぞ
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地方との連携

栃木県
那須信組（那須塩原市）
真岡信組（真岡市）
那須塩原市
那須町

群馬県
あかぎ信組（前橋市）
ぐんまみらい信組（高崎市）

埼玉県
埼玉信組（本庄市）
小鹿野町

千葉県
君津信組（木更津市）
房総信組（茂原市）

北海道
北央信組（札幌市）
旭川信金（旭川市）
東川町

青森県
青森みちのく銀行（青森市）

秋田県
秋田県信組（秋田市）

山形県
きらやか銀行（山形市）

福島県
いわき信組（いわき市）
相双五城信組（相馬市）
福島縣商工信組（郡山市）
田村市

新潟県
ゆきぐに信組（南魚沼市）
糸魚川信組（糸魚川市）
はばたき信組（新潟市）
新潟大栄信組（燕市）
糸魚川市
柏崎市

富山県
富山県信組（砺波市）

山梨県
都留信組（富士吉田市）

長野県
諏訪信金（岡谷市）

静岡県
島田掛川信金（掛川市）

岐阜県
飛驒信組（高山市）
益田信組（下呂市）
岐阜商工信組（岐阜市）

東京都
全東栄信組(千代田区)
中ノ郷信組(墨田区)
あすか信組(新宿区)
東信組(墨田区)
城南信金(品川区)
アイザワ証券(港区)

愛知県
愛知県中央信組（碧南市）

三重県
松阪市

愛媛県
愛南町

高知県
宿毛商銀信組（宿毛市）
宿毛市
四万十市

宮崎県
宮崎県南部信組（日南市）
宮崎太陽銀行（宮崎市）
串間市
延岡市

鹿児島県
奄美信組（奄美市）

奈良県
（南都銀行グループ）
南都コンサルティング
（奈良市）

島根県
島根銀行（松江市）

岡山県
笠岡信組（笠岡市）
トマト銀行（岡山市）

※赤の表記は行政　※2026年5月31日現在

● 東京理科大学
● 大正大学
● 文教大学
● 近畿大学
● 多摩大学社会的投資研究所
● 明海大学
● 東京理科大学インベストメント・
　マネジメント株式会社
● 青山学院ヒューマン・イノベーション・
　コンサルティング株式会社
● 日本政策金融公庫

● 株式会社 商工組合中央金庫
● 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 関東本部
● 独立行政法人 住宅金融支援機構
● 独立行政法人 国際協力機構（ JICA）
● 東京税理士会
● TKC東京都心会
● 東京都行政書士会
● 日本公認会計士協会東京会
● 東京３弁護士会（東京・第一・第二）
● 一般社団法人 東京都中小企業診断士協会
● 東京都知財総合支援窓口

「つなぐ力」で社会に貢献します

地方連携先一覧
連携協定先：41金融機関（うち信組 30）／ 13行政

地 方 と 東 京 を 結 ぶ 組 合

　全国の金融機関や志をともにする方 と々の連携先数は160先（金融機関41先、
行政13先、専門機関など12先、大学8先、一般事業者86先）となり、組合員の
皆さまや地域・コミュニティの皆さまの様々なニーズに対応できる態勢を構築して
おります。
　当組合は、これらのネットワークを活用し、地域社会の発展や組合員の皆さま
の課題解決のための取り組みを一層進めてまいります。

　2004年に当組合はTKC 東京都心会
と連携協定を締結しましたが、近年、連
携した取り組みを更に進めております。 
　2024年11月に第1回のお客さま向け
『無料個別税務相談会』を開催し、
2025年度も5月と11月に2回開催いたし
ました。本相談会は、当組合の個人や
法人のお客さまを対象に、相続や法人
税などの税金に関するご相談に対応す

る個別の無料相談になります。
　また、TKC 東京都心会に所属する税理士の方々の顧問先を対象と
したコミュニティローン「TKC 東京都心会提携ローン」を2025年4月
に取扱開始し、資金面での連携も進めております。 
　今後も組合員の皆さまの課題解決のため、TKC 東京都心会ととも
に取り組んでまいります。

大学ほか各種団体との連携

TKC 東京都心会との取り組み連携
事例

3年間の取り組み（旧中期経営計画　2023年4月～2026年3月）

第一勧業信用組合
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決算の状況

利益および自己資本額 2023年度 2024年度 2025年度

経常収益 7,089 7,399 8,106

実質業務純益 1,828 1,728 2,074

経常利益 1,771 1,905 2,151

当期純利益 1,328 1,636 1,615

自己資本額 20,331 20,773 20,388

2024年度末 2025年度末
金額 構成比 金額 構成比

個人 2,487 68.8 2,474 67.8
法人 1,123 31.1 1,172 32.1

一般法人 1,099 30.4 1,145 31.3
金融機関 0 0.0 1 0.0
公金 24 0.6 26 0.7

合計 3,611 100.0 3,647 100.0

（単位：百万円）

（単位：億円／％）

諸比率 2023年度 2024年度 2025年度

自己資本比率 8.41 9.13 8.71 

ＲＯＡ（修正コア業務純益率） 0.36  0.38  0.48 

ＯＨＲ（業務粗利益経費率） 70.67 71.74 68.67 

（単位：％）

常勤役職員数
2023年度 2024年度 2025年度

356 352 341

（単位：人）

残　高 2023年度 2024年度 2025年度

預金積金残高 3,607 3,611 3,647

貸出金残高 2,830 2,942 3,014

有価証券残高 61 57 55

総資産残高 4,599 4,290 4,104

純資産残高 204 208 200

リスク管理債権残高 104 79 76

（単位：億円）

預金者別残高の状況

● ペーパーレス化の推進
● 電力使用量の削減
● 所有店舗のLED化を推進
● 頒布品用ビニール袋の原則廃止
● かんしん子供応援定期預金による小学
校等への教育資材の寄付

● ペットボトルキャップ・使用済切手の回
収による発展途上国へのワクチン寄付

● 金融セミナー・インターンシップの開催
を推進

● 男性の育児休業等の取得推進
(2025年度取得率100％)

● 障がい者雇用の推進
(2025年度雇用率3.2％)

● 被害者支援協賛自動販売機の設置
● ボランティア休暇の取得推進

第一勧業信用組合は、
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を経営
方針の中核とし、具体的な取り組みを
通じて地域社会の持続的成長に
努めていくことを宣言いたします。

かんしん

SDGs 宣言
1.　貧困をなくそう
● 新宿ソーシャルネットワークへの加盟
● 在日外国人の支援（金融サービス、就労支援等）
● お客さまの資産形成支援

3.　すべての人に健康と福祉を
● 多様性のある働き方推進（フレックスタイム導入、テレワーク等）
● ダイバーシティの推進 ● 障がい者雇用の推進
● ウォーキングイベント ● ユニバーサル検定

7.　エネルギーをみんなにそしてクリーンに
● 全店的な節電運動と再生エネルギーの利用促進
● 太陽光発電設備資金の対応

9.　産業と技術革新の基盤をつくろう
● 専門機関（公的機関、士業団体等）や大学等との連携による事業創出
● 創業支援融資、かんしん未来ファンド、未来くらぶMEETUP

8.　働きがいも経済成長も
● ともに成長する金融（本業支援、ビジネスモデル変革支援、
　 創業支援、ソーシャルビジネス支援）
● コミュニティローン　● お客さまの資産形成支援
● 多様性のある働き方推進（フレックスタイム導入、テレワーク等）

5.　ジェンダー平等を実現しよう
● 女性活躍の推進
● ダイバーシティの推進

11.　住み続けられるまちづくりを
● コミュニティローン ● 社会的課題の解決（ソーシャルビジネス支援）
● 地域イベントの参加
● 地域で清掃活動、防災活動、防犯活動等を実施

4.　質の高い教育をみんなに
●「子供応援定期預金」による地元小学校への寄付
● 相談員認定制度の導入 ● かんしん未来ゼミ活動
● かんしんビジネスクラブ ● 子ども参観日

12.　つくる責任つかう責任
● 頒布品用ビニール袋の配布を原則廃止

13.　気候変動に具体的な対策を
● 全店的な節電運動と再生エネルギーの利用推進

14.　海の豊かさを守ろう
● 頒布品用ビニール袋の配布を原則廃止

17.　パートナーシップで目標を達成しよう
● 志の連携（全国の信用組合、地域金融機関、地方行政、公的機関、
 　士業団体、大学、一般会社等）

ＳＤＧｓ
（Sustainable Development Goals）
持続可能な開発目標

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会実現のため、「持続可能な
開発目標（ＳＤＧｓ）」が2015年9月の国連サミットにおいて採択されました。2030年を
年限とする17の国際目標が定められております。

※　パートタイマー・派遣社員を除く

預金・積金の状況

当組合の決算状況（主要経営指標）

2025年度の主な取り組み

ＳＤＧｓの目標項目に対するこれまでの取り組み

SDGsの取り組み
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営業店舗一覧決算の状況

（単位：億円）

（単位：百万円／人）

（単位：億円／％）

2023年度末 2024年度末 2025年度末
貸出金 2,830 2,942 3,014
住宅ローン 436 418 397

2023年度末 2024年度末 2025年度末
普通出資金 10,288 10,330 10,370
組合員数 44,543 45,117 46,022

（単位：億円／％）

2023年度末 2024年度末 2025年度末
不良債権残高 104 79 77
不良債権比率 3.69 2.71 2.55

直近3ヵ年の状況

2024年度末 2025年度末
金額 構成比 金額 構成比

製造業 88 3.0 84 2.8 
建設業 105 3.5 114 3.8 
情報通信業 67 2.3 67 2.2 
運輸業、郵便業 21 0.7 21 0.7 
卸売業、小売業 186 6.3 199 6.6 
不動産業 1,485 50.4 1,489 49.4 

不動産取引業 704 23.9 710 23.5 
うちプロジェクト融資※ 316 10.7 310 10.3 
不動産賃貸業 738 25.1 741 24.6 
住宅建設業 43 1.5 36 1.2 

学術研究、専門・技術サービス業 66 2.2 80 2.6 
宿泊業 29 0.9 43 1.4 
飲食業 138 4.7 156 5.1 
生活関連サービス業、娯楽業 74 2.5 75 2.5 
その他の業種 138 4.6 146 4.8 
個人 539 18.3 535 17.7 
合計 2,942 100.0 3,014 100.0 

業種別貸出残高の状況

※　不動産取引業におけるプロジェクト融資とは、宅地・戸建分譲事業、収益不動産販売事業、中古リフォーム再販事業などに
　　かかる融資となります。

青戸支店 葛飾区青戸3-40-3 （京成青砥駅入口バス停そば） TEL 03-3602-1171（代）

秋葉原支店 千代田区外神田3-6-4 （妻恋坂交差点そば） TEL 03-3253-4801（代）

鶯谷支店 台東区根岸3-13-2 （御行の松通り沿い） TEL 03-3874-8621（代）

大森駅前支店 品川区南大井6-27-25 （JR大森駅東口広場前） TEL 03-3766-5321（代）

尾久支店 荒川区西尾久1-21-15 （小台通り） TEL 03-3893-7205（代）

神楽坂支店 新宿区神楽坂5-6 （神楽坂通り商店街） TEL 03-3269-3111（代）

神楽坂支店
東早稲田出張所 新宿区早稲田鶴巻町110 （鶴巻小学校前交差点そば） TEL 03-3232-4021（代）

亀有支店 葛飾区亀有3-20-8 （亀有駅南口亀有銀座商店街） TEL 03-3602-9161（代）

亀有支店
足立出張所 足立区東和2-15-3 （東和交番そば） TEL 03-3605-6141（代）

篠崎支店 江戸川区篠崎町7-21-12 （都営新宿線篠崎駅そば） TEL 03-3678-6991（代）

巣鴨支店 豊島区巣鴨2-4-2 （JR巣鴨駅北口） TEL 03-3918-0401（代）

墨田支店 墨田区石原4-24-5 （蔵前橋通り石原四丁目） TEL 03-3624-6241（代）

千駄ヶ谷支店 渋谷区千駄ヶ谷4-22-2 （千駄ヶ谷大通り商店街） TEL 03-3497-9371（代）

千田町支店 江東区千田5-9 （四ッ目通り千田バス停そば） TEL 03-3615-6381（代）

中野新橋支店 中野区弥生町2-20-2 （弥生町二丁目交差点そば） TEL 03-3372-2121（代）

羽田支店 大田区南蒲田3-3-17 （環八通り糀谷駅前交差点そば） TEL 03-3743-5351（代）

東浅草支店 台東区今戸2-15-4 （今戸バス停前） TEL 03-3876-0241（代）

東銀座支店 中央区銀座6-14-8 （東京メトロ東銀座駅昭和通り沿い） TEL 03-3543-6921（代）

東十条支店 北区東十条3-13-10 （東十条商店街通り） TEL 03-3913-7151（代）

本店営業部 新宿区四谷2-13 （四谷三丁目交差点新宿通り東寄り） TEL 03-3359-3781（代） 

本店営業部
抜弁天出張所 新宿区若松町16-1 （抜弁天バス停前） TEL 03-6265-9351（代）

水元支店 葛飾区水元3-22-26 （水元中央通り） TEL 03-3627-5931（代）

向島支店 墨田区向島3-16-4 （向島二丁目交差点そば） TEL 03-3624-5721（代）

目黒支店 品川区上大崎3-2-1 （JR目黒駅東口前） TEL 03-3445-0721（代）

目白支店 新宿区下落合3-12-18 （JR目白駅西側目白通り） TEL 03-3953-4411（代）

目白支店
要町出張所 豊島区要町2-13-10 （要町通り東京メトロ千川駅そば） TEL 03-3530-7411（代）

市川法人営業所 千葉県市川市八幡2-7-21 （千葉街道沿い市役所バス停そば） TEL 047-711-0162（代）

本部 新宿区四谷2-13 （四谷三丁目交差点新宿通り東寄り） TEL 03-3358-0811（代）

貸出金の状況

直近3ヵ年の状況

普通出資金・組合員数の状況

支店・出張所

法人営業所

本部


